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研究成果の概要（和文）： 

社会規則（法律や条例など）の適用を支援することを目的とした法令実動化情報システム

（LEIS）を対象として、ソフトウェアアカウンタビリティ機能を LEIS に保持させ、また、社会

規則の改定に応じてアカウンタビリティ機能を進化させ得るための基礎理論、機構、開発プロ

セスを、ソフトウェア工学の最新の研究成果と法理論を適用することにより開発した。ここで、

ソフトウェアアカウンタビリティ機能とは、システムによってなされた計算や判断に対して利

用者が疑問を持ったとき、システム自体がどの規則をどのように適用して得られた結果である

のかを説明できる機能である。 

 
研究成果の概要（英文）： 

We have formulated and realized the new concept “Software Accountability (SA)” for 
information systems ( Law Enforcing Information System, LEIS) that enforce laws or rules. 
We formalize the concept of SA mathematically and defined the realization mechanism and 
evolution-support mechanism based on the research results on Software Engineering and 
Theory of Law. In this report, we summarize the research results on SA with respect to 
basic theory, mechanisms, development process of LEIS. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2009 年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

2010 年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

2011 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

総 計 3,300,000 990,000 4,290,000 

 
 
研究分野：ソフトウェア工学 
科研費の分科・細目：情報学・ソフトウェア 
キーワード：情報システム、安心性要件、説明責任、ソフトウェア進化、法令工学 
 
１．研究開始当初の背景 
今日、われわれの生活は電子社会システム

に強く依存している。その意味で電子社会シ

ステムは安全（dependable）でかつ安心

（trustworthy）でなければならない。本報

告では法律、条例、組織の規則などの総称を

社会規則と呼ぶ。また、社会規則を仕様とし、

ある特定の社会規則の適用を支援し、社会規

則を完全に満たすように構築され、社会規則

に従って電子社会システムが正しく構築さ

れていることを保証かつ確認でき、社会規則

の改定に応じて迅速にかつ低いコストで進

化させうるシステムを法令実働化情報シス

テム（Law-Enforcing Information System, 
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以後 LEIS と略記する）と呼ぶ。 

 LEIS は、社会規則の制定目的にそって適切

に作られ、論理的矛盾や文書的問題がなく

（正当性）、社会規則の改定にあたっては矛

盾なく変更や追加削除が行え（進化性）、利

用者にとって親切なシステム（アカウンタビ

リティ）などの安心性要件を満たさねばなら

ない。 

本報告では、安心性要件のうち、ソフトウ

ェアアカウンタビリティとアカウンタビリ

ティ機能の進化容易性についての研究成果

をまとめる。LEIS は、例えば課税システムの

ように、利用者の収入などの状況に応じた課

税規則の適用結果を利用者に通知するもの

であるが、ソフトウェアアカウンタビリティ

を、「利用者が LEIS の処理結果や判断に疑問

をもったとき、どの社会規則をどのように適

用して処理結果を得たのかを LEIS 自体が説

明できる機能である」と定義する。 

本研究の目的は、ソフトウェアアカウンタ

ビリティ機能を LEIS に保持させ、また、社

会規則の改定に応じてアカウンタビリティ

機能を進化させ得るための基礎理論、機構、

開発プロセスを、ソフトウェア工学の最新の

研究成果と法理論を適用することにより開

発することにある。 

本研究の学術的価値は以下の通りである。

電子社会と人間の関わり、社会システムとし

ての電子社会の在り方、それを支えるデータ

ベース技術やセキュリティなどの情報技術

の適用に関する研究は現在世界的レベルで

進行中である。たとえば USA においては NSF

が Digital Government Research Project を

推進しており、法律系から情報系にいたるま

で 100 校近くの大学が研究を進めている。ま

た、国内では、情報システムの安心性・安全

性の実現は u-Japan計画における重要な達成

目標の一つである。本研究に関しては、法改

定にともない変更内容をもとの規則に組み

込む、いわゆる「溶かし込み」の技術開発が

推進されている。本研究では、このような内

外の研究動向を踏まえつつ、とくに LEIS 利

用者の立場にたち、安心性実現のひとつの要

件であるソフトウェアアカウンタビリティ

の実現を世界に先駆けて実現することを試

みたものである。 

本研究を遂行するにあたってのこれまで

の成果は以下の通りである。LEIS にソフトウ

ェアアカウンタビリティ機能をもたせるた

めには、システム内部にどのような情報を保

持させるべきかという課題を解決する必要

がある。報告者はすでに、21 世紀 COE プロ

グラム「検証進化可能電子社会」（平成 16 年

～20 年）において、アカウンタビリティ木の

概念を提案し、大学の履修規則を事例として

その有効性を確認済みである。アカウンタビ

リティ木とは、社会規則制定の理由をノード

で表現し、葉には法理論に基づき型付けされ

た社会規則の条文を保持し、その間を法理論

独自の関連で構造化した情報構造である。 

過年度の研究により実現した成果は以下

の通りである。 

 システムの実行履歴をもとに、社会規則

とアカウンタビリティ木の対応を利用

して、適用された条文を特定し、その条

文の適用過程を部分的に再現できるよ

うな機能を持つアカウンタビリティモ

ジュールの構成法を提案した。 

 さらにアカウンタビリティモジュール

を既存の情報システムに低コストで装

着するための参照アーキテクチャを提

案した。 

 これらの機能の有用性と実現可能性は、

大学の履修管理システムの開発事例を

通して事例研究により確認済みである。 

 また、進化容易性については、情報システ

ム内部の進化容易性を対象にして、平成 7年

度から平成 17 年度にわたる科学研究費（基

盤研究、特定領域研究）を通じて、インパク

ト解析、変更支援プロセスと支援環境につい

て成果と知見を集積している。 

本研究においては、それらの成果をふまえ

つつ、社会規則とシステム内部構造の対応関

係に着目して、アカウンタビリティ機能の進

化モデルを検討する。 

本研究成果の学術的な特色、重要性・妥当

性、独創性および革新性は以下の通りである。

ソフトウェア工学は巨大オペレーティング

システムや業務アプリケーションを開発す

るための技術として発展してきた。一方、イ

ンターネット技術や Web技術の発展を受け計

算機の応用分野は大きく変化してきている。

時代の要請を受けた新しい技術開拓を試み

ることによりソフトウェア工学の新たな応

用分野を開拓する。 

また、本研究成果の社会的意義は以下の通

りである。現在、法令実働化情報システムは

多大の労力を払って開発・保守されている。

そのような開発者の作業を支援することが

できる。また、遠隔地からのネットワークを

介した行政サービスの利用にあたって、利用

者の質問に答えられるようなサービスの提

供が可能になる。 
 
２．研究の目的 
ソフトウェアアカウンタビリティ機能を



 

 

LEIS に保持させ、また、社会規則の改定に応

じてアカウンタビリティ機能を進化させ得

るための基礎理論、機構、開発プロセスを、

ソフトウェア工学の最新の研究成果と法理

論を適用することにより開発する 

 

３．研究の方法 
平成 21年度から平成 23年度にわたる各年

度の研究目的を以下のように設定した。 

(1) 平成 21 年度はアカウンタビリティ木を

形式化するとともに、アカウンタビリティ

木の作成法を形式化する。また、アカウン

タビリティモジュールの説明機能を形式

化する。 

(2) 平成 22 年度はアカウンタビリティ木の

進化モデルを開発する。 

(3) 平成23年度は、上記の機能を有するLEIS

の開発方法論および開発支援ツールを開

発する。 

 
４．研究成果 
 
平成 21年度から平成 23年度にわたる 3年間
の研究成果を、各年度毎の目標に対応させて
まとめる。 
 

平成 21 年度 

(1) 平成 21 年度の目標 

ソフトウェアアカウンタビリティに関す

る理論体系を整備する。 

①アカウンタビリティ木の形式化 

 アカウンタビリティ木のノードの型の

NFR フレームワークによる形式化 

アカウンタビリティ木のルートは、社会規

則制定の最も高いレベルの目標（理由）を表

現する。以下、ノードにはその目標を達成す

るためのサブゴールを置き AND-OR 木として

編成される。サブゴールは「肯定的な証拠が

十分にあり、否定的な証拠は殆どないときサ

ブゴールが充足される」という特徴を持つ。

これをソフトゴールと呼ぶ。このように構造

化されたアカウンタビリティ木は社会規則

制定の理由を保持しており、説明機能の実現

や社会規則の改定（進化）を制御するための

重要な情報源となる。過年度の研究において

は、大学の履修規則に対するアカウンタビリ

ティ木の事例を作成したが、これを、

Mylopoulos J.等が提案したゴール指向要求

分析法における NFRフレームワークに従って

一般化する。NFR フレームワーク自体は、ソ

フトウェアシステムの非機能要求を階層的

に展開するためのモデルである。これをもと

に、社会規則制定理由を階層的に展開するた

めのモデルを作成し、アカウンタビリティ木

作成の理論モデルとする。 

 法理論に基づく条文の型の整理 

Torstein Eckoff は法システムを規範と行

為で表現する法理論の体系化を行っている。

ここで、規範は、指令、性質決定、授権の３

つのサブ規範に大別される。アカウンタビリ

ティ木の葉に保持される条文を、主体と規範

の型で形式化する手段を開発する。 

 関連する条文間のクロスリンクの整理 

社会規則の条文間にはさまざまな関連が

存在する。代表的な関連として、カップリン

グ関連がある。カップリング関連とは、ある

条文で親族の概念を定義し、別の条文で親族

殺人に対する罰則を定めたときに２つの条

文間に成立する関連である。アカウンタビリ

ティ木の葉には条文が保持されているが、対

応する２つの葉の間にカップリング関連の

型をもつクロスリンクを設定する手段を検

討する。 
②アカウンタビリティモジュールにおける

説明機能の形式化 

アカウンタビリティモジュールの主要な

機能は、質問に関連する社会規則の条文を特

定する機能と、特定された条文がどのように

適用されたのかを説明する機能の２つであ

る。後者を説明機能とよぶことにする。過年

度の研究により、システムの実行履歴をもと

に、条文が適用される際の利用者の状況を特

定する技術と、質問に関連する社会規則を特

定する技術を開発した。これらを組み合わせ

利用者が理解できる説明文を生成する機能

はまだ、実現されていない。 

上記の成果をもとに説明機能を形式化す

る。Torstein Eckoff の法理論における動的

関連のうち、規範関連を用いて形式化する。

規範関連とは、「Aが盗みをした」という状況

と「懲役の判決を受ける」という状況を、「A

が盗みをしたために刑法何条により懲役の

判決を受ける」のように規範によって結びつ

けるものである。すなわち、質問者がある状

況にある時、その状況に規範を適用した結果

が得られ、得られた結果（出力）に質問者が

疑問を持った場合、どのような状況でどのよ

うな規則が適用された結果、出力が得られた

かを説明する機能を実現する。 
③大学履修管理システムを題材とした評価

実験 
本学履修管理システムを題材として、上記

成果に関する評価実験を行う。被験者（学生）

の出身分野や適用する規則の違いなどを考

慮に入れつつ、本学の履修規則の適用を受け

る際に生じる様々な質問を収集し整理し、開



 

 

発したシステムが、それらに対してどの程度

の回答が可能であるかを確認する。 
 
(2) 平成 21 年度の成果 

①アカウンタビリティ木の形式化 

 アカウンタビリティ木のノードの

型のＮＦＲフレームワークによる

形式化 

 実際の情報システム（旅行予約システ

ム）を対象にしてシステムの品質目標と

その実現手段の関係を明示できるゴール

指向木の構成法を検討し、ＮＦＲタイプ

カタログを定義した。これにより、アカ

ウンタビリティ木の形式的記述法に関す

る基礎知識を整備した。 

 法理論に基づく条文の型の整理 

 エクホッフの法理論に基づいて、アカ

ウンタビリティ木の葉の型と属性を定

義した。この結果を2010年3月に東京大

学で実施された、法律学者も参加した

、法令工学セミナー で発表した。 

②アカウンタビリティモジュールにおける説

明機能の形式化 

説明責任についての５種類のオントロ

ジーを調査し定義した。これにより、説

明の主体、説明の内容、説明の対象、説

明の背景、説明のタイミングを考慮した

、説明文の構成法を整備した。また、エ

ックホッフの法理論における規範関連を

基に、「２段階説明モデル」を定義し、対

応する説明機能を実現した。規範関連と

は、質問者のある状況と規則適用後の状

況を結びつける関連であるが、規則適用

前後の状況の定義法と、状況の具体的な

値をシステム実行履歴から取り出す機能

を実現した。 
③大学履修管理システムを題材とした評価実

験 

評価実験の前提となる、学生のさまざ

まなタイプをペルソナモデルに基づいて

分類すること、および、学生の学習プロ

セスと大学の教育サービス提供プロセス

について劇場モデルにより形式化するた

めの基礎データを整備した。 

 
平成 22 年度 

(3) 平成 22 年度の目標 

 社会規則は必要に応じて改定されるため、

LEIS は社会規則の進化に応じて進化する必

要がある。このことを可能にする理論と技術

を開発する。以下の課題を遂行する。 

①アカウンタビリティ機能の進化モデルの

定義 

LEIS の進化とは、われわれの定義によれば、

社会規則の条文、アカウンタビリティ木、シ

ステム構成要素を連動させて進化させるこ

とに他ならない。以下のような手順によりア

カウンタビリティ機能の進化モデルを定義

する。 

 社会規則、アカウンタビリティ木、シス

テム構成要素のそれぞれに版管理モデ

ルを定義する。 

 それぞれの版管理モデルを進化させる

ためのプリミティブな機能を定義する。 

 上記三つのモデル間に存在する関係を

統合的に管理する機構を開発する。アカ

ウンタビリティモジュールはアカウン

タビリティ木に加えて、社会規則の条文

（アカウンタビリティ木の葉）と LEIS

のシステム構成要素（オブジェクト指向

技術におけるクラス）間の対応表を保持

している。この対応表の構成を記述する

ための言語を開発し、また、対応表の生

成・変更法を確立する。 

 上記のモデルの定義により、規則が改定さ

れたとき、規則に対応する LEIS 構成要素を

特定し、すみやかに必要な変更を行うことが

可能になる。このとき、ある特定の規則や

LEIS 構成要素の変更にともなう波及効果を

解析する必要があるが、これは、過年度の研

究において得られた変更波及解析に関する

理論と技術を適用して解決する。 

 
(4) 平成 22 年度の成果 

①アカウンタビリティ木に対するＮＦＲタイ

プカタログの定義 

アカウンタビリティの分類法に関する調

査を実施し、主体的（誰が）、質的（何を）

、量的（誰に）、時期的（いつ）、機能的（

なぜ）の5分類が妥当であると判断した。こ

の中で、アカウンタビリティ木の設計におい

て重要な役割を果たすと思われるものは、①

時期的分類のサブ概念である、自律的説明（

計算後自動的に説明する）、他動的説明（質

問されたら説明する）であり、②また、質的

分類における説明内容の十分性、完全性、相

対性、簡潔性などのサブ概念間の重要度の設

定法が重要であると判断した。現在、これら

の概念体系を表現するオントロジーの開発

に取り組んでいる。 

②アカウンタビリティ機能の進化モデルの定

義 

LEISの進化とは、社会規則の条文、アカウ

ンタビリティ木、システム構成要素を連動さ

せて変更することである。以下の3つの成果を

得た。①社会規則、アカウンタビリティ木、



 

 

システム構成要素のそれぞれの構成要素間の

関係を表現する数学モデルを開発した。すな

わち、アカウンタビリティ木の葉として表現

される社会規則の条文とLEISのシステム構成

要素（オブジェクト指向技術におけるクラス

のメソッド間）の対応関係を関係または、関

数として表現した。（②社会規則やシステム

の変更前後において生じる矛盾を抽出し、変

更の妥当性を検査する方式を開発した。すな

わち、規則が改訂されたとき、規則に対応す

るLEIS構成要素を特定し、必要な変更を実施

するために必要をなる依存関係の設定法を開

発した。③規則の変更にともなうシステム各

部への影響を制御する方式として、アスペク

ト指向技術を援用し、社会規則の進化と連動

させて、システムを進化させるための実装方

式を設計した。 

 
平成 23 年度 

(5) 平成 23 年度の目標 

最終年度は、平成 21 年度および 22 年度の

研究により得られた個別の知見（理論）およ

び開発された機構を統合的に利用するため

の開発方法論（法令エンジニアリングプロセ

ス）を定義する。 

①法令エンジニアリングプロセスの整備に

よる実用化への準備 

 LEIS アーキテクチャの定義：LEIS は、

通常、利用者インタフェース層、プロセ

ス管理層、データベースアクセス層の 3

層からなるシステム構造を持つ。これに、

アカウンタビリティモジュールと利用

フレームワーク、アカウンタビリティ木

と生成フレームワークを付加した参照

アーキテクチャと実現アーキテクチャ

を定義する。 

(a) 進化フレームワークの整備：版管理モ

デルへのアクセスを支援する進化フレ

ームワークを開発する。 

(b) 法令エンジニアリングプロセスの整

備：以下の手順からなる、法令エンジニ

アリングプロセスを開発する 

 ソフトウェアアカウンタビリティ木

の設計法 

 ソフトウェアアカウンタビリティモ

ジュールの設計法 

 ソフトウェアアカウンタビリティモ

ジュールの装着法 

②評価実験 
進化の形態が異なるいくつの情報システム

を選び、既存の電子社会システムに本研究で

開発された方法論および機構を適用すること

により、本研究の成果の有用性とさらなる改

良点を確認する。 
具体的には、本学ですでに稼働中の学務管理

システム、ある企業で稼働中の社内規則管理

システム、さらには、地方自治体の条例に基

づくシステムなどを計画している。 
 
(6) 平成 23 年度の成果 

最終年度は、過年度の研究により得られた

個別の知見（理論）および開発された機構を

統合的に利用するための法令エンジニアリ

ングプロセスについて成果を得た。 

①法令エンジニアリングプロセスの整備に

よる実用化への準備 

(a) LEIS アーキテクチャの定義：利用者イン

タフェース層、プロセス管理層、データベ

ースアクセス層の 3 層からなる LEIS に、

アカウンタビリティモジュールと利用フ

レームワーク、アカウンタビリティ木と生

成フレームワークを付加した参照アーキ

テクチャと実現アーキテクチャを定義し

た。成果を国際会議で発表した。 

(b) 進化フレームワークの整備：裁判所にお

ける判例データをもとに、判例文の抽象文

書モデルを定義し、抽象文書モデルは様々

な形式の判例文構造に対応できる文法構

造と版管理機構を有しており、文書形式の

進化に対応できる。さらに、標準ライブラ

リとパーサー（進化フレームワーク）を開

発した。成果を国際会議で発表した。 

(c) 法令エンジニアリングプロセスの整

備：アカウンタビリティ機能における説明

機能に対する数学的モデルを開発し、ソフ

トウェアアカウンタビリティモジュール

の設計法と装着法に対する理論的基盤を

与えた。成果を国際会議で発表した。 

②評価実験 
大学の履修支援システム、裁判所の判例シ

ステムを対象にして、説明機能と進化支援機

能に対して、それぞれ評価実験を行った。前

者に対しては説明機能の再現率が90％をこえ

、実用に供せることが明らかになった。後者

に対しては、総計24,487個の要素からなる245

の実際の判例をもとに評価実験を行った結果

、適合率75％、再現率73％の実用に値する成

果が得られた。 
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